
昨年夏に、「日本人の賃金は長期停滞が続き、民間の平均給与は 30

年間ほとんど変わっていない」という新聞の衝撃的な見出しと出会い、

思わず「いくら何でもそんなわけないでしょうが！」と口走っていま

した。 

 私も昭和の時代から 40 年ほど区役所職員として働いてきましたの

で、確かにその間劇的に給与が上がったと言う記憶はありませんが、

入区してから退職するまでそれなりに給与は増えていき、少なくとも

30 年間変わらなかったと言うこともありませんでした。 

 しかし、この賃金問題はさまざまな事象を背景に大きな社会問題と

なり、今や毎日のようにメディアによって発信されているので、コラ

ムで取り上げるのも今さらという感もありますが、賃金が長期停滞し

ている原因は「高齢化と非正規雇用の増加」との国の説明に、果たし

てそれだけなのか？と疑問が湧き、とりあえず統計等から現実を押さ

えてみました。 

 まず、国税庁が 2022 年 11 月 24 日に発表した「民間給与実態統計

調査」では、2021 年度の給与所得者の平均年収は 443 万円で、ピーク

だった 1997 年度の 467 万円より 24 万円低く、平均年齢は 46.9 歳で

した。 

しかし、443 万円というのは、あくまで平均値であり、中央値は思

いのほか低くなっています。年収の分布で見ると、「300 万円超 400 万

円以下」が最も多く全体の 17.4％を占め、「200 万円超 300 円万円以

下」も 14.8％と 3番目に多く、実に 3人に 1人が 200 万円～400 万円

の間の収入となっており、この傾向は何年も続いています。 

また、1994 年と 2019 年の 25 年間の日本人の所得構造を比較した

「内閣府のリポート」（2022 年 3 月発表）では、年収から所得税や社

会保険料を引いた年間所得は、1994 年では「400 万円以上 500 万円未

満」の世帯が最も多く（全体の 13.7％）、そこを頂点になだらかな山

を形成し、「300～600 万円未満」の中間層が日本経済を支えていたこ

とが分かります。 

ところが、2019 年になると「200 万円以上 300 万円未満」の世帯が

18.6%と最多で、山の形も急峻となっており、「100 万円～400 万円未

満」に所得分布が下方に移動しています。 

これについて内閣府の幹部は、「高齢化で、年金収入に頼る世帯が増

えたため」と説明していますが、世代別の所得分布を見ると別の要因

も想像されてきます。 

例えば、世帯主が働き盛りの「45～54 歳」の世帯の所得で比較する

と、1994 年は「600 万円以上 700 万円未満」が全体の 14.7%と最も多

かったのですが、2019 年は「400 万円以上 500 万円未満」が最多（全

体の 13.5%）となっています。 

これは、ひとつは日本経済が世界の競争力の中で稼ぐ力が低下し、

所得が減少したこと、もう一つはこの間ずっと言われ続けてきた、ア

ルバイトや派遣など非正規雇用が増加したことだと思われます。 

 同じく取得の比較を「35～44 歳」の世帯で見ると、1994 年は「500

万円以上 600 万円未満」が全体の 21.5%と最も多かったのですが、2019
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年ではこの年代の世帯に、就職氷河期世代（1993 年～2004 年頃に社会

人になった世代）が含まれていることもあり、「400 万円以上 500 万円

未満」が全体の 19.0%と最多になっています。 

 さらに国際比較で見てみると、日本の賃金の低迷ぶりは驚くべきも

のとなっています。 

 国民の平均年収の推移を比較した、経済協力開発機構（OECD）の 2019

年の統計（1ドル=135 円で換算）によると、1994 年の日本の平均年収

は 504 万円、2019 年は 518 万円で上昇率は 2.8%となっています。 

 しかし、同じく 1994 年と 2019 年を他国で見てみると、アメリカは

672 万円→929 万円で上昇率 38.2%、イギリスは 473 万円→658 万円で

上昇率 38.9%、フランスでも上昇率は 30.6%で 2019 年は 658 万円、ま

た 1994 年時点では 360 万円と日本を下回っていた韓国も、2013 年に

日本を抜き、2019 年は 599 万円に上昇し、日本より 81 万円も多くな

っています。 

 では、なぜこの様なことになったのでしょうか？ 

 最近、非正規労働者が増えるきっかけになったと言われている、日

経連（現・経団連）が 1995 年にまとめた報告書「新時代の日本的経営」

がクローズアップされています。 

 この報告書では、人件費を抑えることを目的に 3種類の雇用（正社

員に当たる「長期蓄積能力活用型」、専門能力を生かす「高度専門能力

活用型」に加えて、現在の非正規労働者に当たる「雇用柔軟型」を設

定）を組み合わせる「雇用ポートフォリオ」の導入を企業に促し、終

身雇用や年功序列を中心とする日本的雇用の見直しを提言していま

す。 

 公表後、非正規労働者は増え続け、総務省の「労働力調査」では、

1995 年は 1,100 万人と雇用者の 20.9%だったのが 2022 年には 2,101

万人(同 36.9%)となっています。 

一方、この期間に正規は 191 万人減り、非正規は 1,000 万人以上も

増えて雇用者の 4割近くに達しています。 

 当時の報告書作成者は、「元々、正規の賃金を 2～3割引き下げるこ

とを意図したが明記できず、景気が好転すれば経営者が非正規を正規

として雇用する復元が起きると思っていた」と証言していますが、今

となってはまさしく too late です。 

 私はこの報告書の存在を知って、コラムの冒頭に書いた「日本の賃

金が長期停滞しているは単に非正規雇用の増加だけ？」という疑問の

答えがストンと腑に落ちた気がしました。 

 ここで、多くの経営者が、やがて日本全体が、本来従業員やその家

族、そして取引先も含めた生活を守る責務、つまりは「人の大切さ」

を切り落としたのでしょう。 

 大げさに言うと、ここに日本が太平洋戦争に突入し、多くの国民の

命を切り捨ててきたあの体質の影が見えてしまうのは私だけでしょ

うか？ 

 そしてその後は、2008 年のリーマンショックもあり、経営者のみな

らず日本全体に、生き残るためにお金だけを貯めて、人間を育てる大
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切さを忘れて使い捨てにしてしまう社会が蔓延してしまったのでは

ないでしょうか。 

その結果、安倍政権の暴走を許し、さらに非正規を増やし、残業代

０の働き方を広げ、長期にわたり「ベアゼロ」を続けて今に至ってし

まったように思います。 

 では、かつて「ジャパンアズナンバーワン」と言われた経済大国日

本が、なぜ物価も賃金も安い国になってしまったのでしょうか。 

それは、経営者が一番の強みだった品質の高さや技術で競うことや

め、価格競争に走り、「安い商品」や「安いサービス」、そしてそれを

提供するための「安い労働力」をひたすら追い求めた結果ではないで

しょうか。 

 また、その状況を黙認してきた労働組合にも責任があります。 

非正規が増大した時、なぜきちんと「同じ働く仲間」として組織化

して来なかったのでしょうか。ここに私は、ある意味経営者側の体質

に近い、正規中心の驕りや非正規への差別の臭いを感じます。これは、

未だに「非正規の待遇を良くすると、我々正規の労働条件が下がって

しまうから、積極的には組織化しない」と公言している労働組合の役

員がいることからも明らかです。 

 そして私たち国民も、賃金は上がらなくてもあまりに長く続いたデ

フレ下で「何でも安く手に入り、物価は上がらないもの」という固定

観念を持ち続けてしまったため、その本質に気づけなかったという問

題もあります。 

 さらにこの間の急激な物価高で、「値上げは悪」と言うことだけがマ

スコミも含めて先走っているように思います。しかし私たちは「適正

な価格」を受け入れる覚悟を持ち、「適正な賃上げが必要」との声を上

げていく必要があります。 

 昨年、私は「本格的な人口減少社会の到来」についての同コラムで

も述べましたが、もう小手先の政策で人口増と経済成長を目指す社会

は諦めて、日本がたどってきたこの 30年の道を引き返し、賃上げや処

遇を改善して働く者の意欲を高めて「満足度の高い人生と人間を尊重

する社会」の構築を目指していくべきだと思います。 

そのために、まさしく今こそ労働組合の存在意義が求められている

と同時に、その本気度そして覚悟が試されていると、数々の統計値と

出会って痛切に思いました。 

 

参考： 

・国税庁「民間給与実態統計調査」（2022 年 11 月 24 日発表） 

・「内閣府のリポート：1994 年と 2019 年の日本人の所得構造」（2022

年 3 月発表） 

・「経済協力開発機構（OＥＣＤ）2019 年調査」 

29




